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本 店 所 在 地 鳥取市永楽温泉町171番地 従 業 員 数 685人

前 身 銀 行 設 立 1921年12月15日 総 資 産 1兆31億円

創 立 1949年10月1日 預 金 9,346億円

資 本 金 90億円 貸 出 金 7,786億円

店 舗 数 65ヵ店：県内53ヵ店、県外12ヵ店
（1事務所）

会社概要（2020年3月31日現在）

沿革
1921年12月 …株式会社鳥取貯蓄銀行設立

（前身銀行）
1948年12月 …普通銀行に目的を変更し、

株式会社因伯銀行と改称
1949年10月 …鳥取信用組合の営業を譲り受け、

株式会社鳥取銀行を創立
（初代頭取…吉村哲三）

1951年  6月 …第2代頭取…谷口源十郎…就任
1952年  4月 …鳥取大火により本店など3ヵ店焼失
1953年11月 …旧本店竣工
1961年11月 …谷口源十郎…会長就任、

第3代頭取…八村信三…就任
1974年10月 鳥取県信用組合を合併
1980年  6月 …八村信三…会長就任、

第4代頭取…田川孝治…就任
1984年10月 …とりぎんリース株式会社設立
1987年  6月 …第5代頭取…八村輝夫…就任
1988年  9月 …鳥銀ビジネスサービス株式会社設立
1990年  6月 …株式会社とりぎんカードサービス設立
1990年12月 …新本店完成、移転オープン

1996年12月 …大阪証券取引所市場第2部、
広島証券取引所へ同時上場

1997年  6月 …とっとりキャピタル株式会社設立
1997年12月 …八村輝夫…会長就任、

第6代頭取…安藤…賢…就任
1998年  9月 …大阪証券取引所市場第1部銘柄指定
2000年  3月 …東京証券取引所市場第1部へ上場
2000年12月 …株式会社バンク･コンピュータ･

サービス設立
2001年  5月 …泉州銀行とシステム共同化開始
2005年  6月 …安藤…賢…会長就任、

第7代頭取…稲垣…滋…就任
2010年  6月 …中谷浩輔…会長就任、

第8代頭取…宮㟢正彦…就任
2012年  5月 …地銀共同センターへシステム移行
2014年  9月 …鳥銀ビジネスサービス株式会社清算
2015年  7月 …株式会社バンク・コンピュータ・

サービス清算
2016年  6月 …宮𥔎𥔎𥔎𥔎正彦 会長就任、

第9代頭取…平井耕司…就任
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1.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等に関する組織体
制の整備状況に関する事項

（1）「対象役職員」の範囲
  　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」および「対
象従業員等」（合わせて「対象役職員」）の範囲については、以下のと
おりであります。

 　① 「対象役員」の範囲
 　　 　対象役員は、当行の取締役および監査役であります。なお、社

外取締役および社外監査役を除いております。
 　② 「対象従業員等」の範囲
 　　 　当行では、対象役員以外の当行の役員および従業員ならびに主

要な連結子法人等の役職員のうち、「高額の報酬等を受ける者」
で当行およびその主要な連結子法人等の業務の運営または財産の
状況に重要な影響を与える者等を「対象従業員等」として、開示
の対象としております。

 　　 　なお、当行の対象役員以外の役員および従業員ならびに主要な
連結子法人等の役職員で、対象従業員等に該当する者はおりませ
ん。

  （ア）「主要な連結子法人等」の範囲
　「主要な連結子法人等」とは、当行の連結総資産に対す
る当該子法人等の割合が2％を超えるものおよびグループ
経営に重要な影響を与える連結子法人等でありますが、
該当する連結子法人等はありません。

  （イ）「高額の報酬等を受ける者」の範囲
　「高額の報酬等を受ける者」とは、当行の有価証券報告
書記載の「役員区分ごとの報酬の総額」を同記載の「対象
となる役員の員数」により除すことで算出される「対象役
員の平均報酬額」以上の報酬等を受ける者を指します。

  （ウ） 「グループの業務の運営または財産の状況に重要な影響を
与えるもの」の範囲
　「グループの業務の運営または財産の状況に重要な影響
を与えるもの」とは、その者が通常行う取引や管理する
事項が、当行、当行グループ、主要な連結子法人等の業
務の運営に相当程度の影響を与え、または取引等に損失
が発生することにより財産の状況に重要な影響を与える
者であります。

（2）対象役員の報酬等の決定について
  　当行では、取締役の報酬の総額は、株主総会の決議をもって定めて
おります。その配分については、株主利益との連動性確保と持続的な
企業価値の向上を図るため、任期中の成果や貢献度を重視し、取締役
会において決定しております。また、監査役の報酬の個人別の配分に
ついては、監査役の協議に一任されております。

2.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系の設計お
よび運用の適切性の評価に関する事項

 （「対象役員」の報酬等に関する方針）
  　当行は、株主利益との連動性確保と持続的な企業価値の向上を図る
ことを目的に、取締役に対し当期純利益を基準とした業績連動型報酬
を導入しております。取締役の報酬の総額は、株主総会の決議をもっ
て定めております。その配分については、任期中の成果や貢献度を重
視し、取締役会において決定しております。

  　具体的な役員報酬制度といたしましては、役員の報酬等の構成を、
 　・基本額
 　・業績加算額
 としております。
  　また、監査役の報酬の個人別の配分については、監査役の協議に一
任されております。

3.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系とリスク
管理の整合性ならびに報酬等と業績の連動に関する事項

  　対象役員の報酬等の決定に当たっては、株主総会で役員全体の報酬
総額が決議され、決定される仕組みになっております。

4.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の種類、支払総
額および支払方法に関する事項

 対象役職員の報酬等の総額
 （自 2019年4月1日　　至 2020年3月31日）

区分 人数
(人)

報酬等の
総額

（百万円）
固定報酬
の総額

変動報酬
の総額

退職
慰労金基本額 基本額

対象役員
（除く社外役員） 10 130 130 130 － － －

対象従業員等 － － － － － － －
（注）対象役職員の株式報酬型ストックオプション、賞与については該当ありません。

5.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系に関し、
その他参考となるべき事項

  　特段、前項までに掲げたもののほか、該当する事項はございません。

報酬等に関する開示事項
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（2）�銀行または連結グループが投資家である証券化エクスポージャーに関する事項
（保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳）

（2018年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。
（2019年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。

（�保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分
ごとの残高及び所要自己資本の額）

（2018年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。
（2019年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。

（�自己資本比率告示第248条並びに第248条の4第1項第1号及び第2号の
規定により1250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポー
ジャーの額及び原資産の種類別の内訳）

（2018年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。
（2019年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。

（�保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用
の有無及び保証人ごと又は当該保証人に適用されるリスク・ウェイトの
区分ごとの内訳）
（2018年度末）
当行の連結グループ及び単体では、再証券化エクスポージャーを
保有していません。
（2019年度末）
当行の連結グループ及び単体では、再証券化エクスポージャーを
保有していません。

（�銀行がオリジネーターである場合におけるマーケット・リスク相当額の
算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
（2018年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。
（2019年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。

（�銀行が投資家である場合におけるマーケット・リスク相当額の算出対象
となる証券化エクスポージャーに関する事項）
（2018年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。
（2019年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。

7.�出資等または株式等エクスポージャーに関する事項
（1）�（連結）貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る（連結）

貸借対照表計上額
（�上場している出資等又は株式等エクスポージャー及びそれ以外の出資等
又は株式等エクスポージャー）

（単位：百万円）
2018年度末 2019年度末

（連結）
貸借対照表計上額 時価 （連結）

貸借対照表計上額 時価
上 場 し て い る 出 資 等 又 は 株 式 等
エクスポージャーの（連結）貸借対照表計上額 9,095 5,206 
上 記 に 該 当 し な い 出 資 等 又 は 株 式 等
エクスポージャーの（連結）貸借対照表計上額 1,627 1,626 
合 計 10,723 10,723 6,833 6,833 
（注）	1.上場投資信託の一部については株式等エクスポージャーに含めております。
	 2.�複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）については、記載を省略してお

ります。
	 3.�連結グループは当行のみのため、本項目につきましては連結グループと単体

が同じ計数です。

（子会社・関連会社株式の貸借対照表計上額等）
（単位：百万円）

貸借対照表計上額
2018年度末 2019年度末

子 会 社 ・ 子 法 人 等 78 78 
関 連 法 人 等 4 4 
合 計 82 82 

（2）出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
（単位：百万円）

（連結）貸借対照表計上額
2018年度末 2019年度末

売 却 損 益 額 708 542 
償 却 額 6 0 
（注）	�連結グループは当行のみのため、本項目につきましては連結グループと単体が

同じ計数です。

（3）�（連結）貸借対照表で認識され、かつ、（連結）損益計算書で認識され
ない評価損益の額

（単位：百万円）
2018年度末 2019年度末

評 価 損 益 額 471 △ 578
（注）	�連結グループは当行のみのため、本項目につきましては連結グループと単体が

同じ計数です。

（4）�（連結）貸借対照表及び（連結）損益計算書で認識されない評価損益
の額
（2018年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。
（2019年度末）
連結グループ・単体とも該当ありません。

8.�リスク・ウェイトのみなし計算または信用リスク・アセッ
トのみなし計算が適用されるエクスポージャーについて、
次に掲げるエクスポージャーの区分ごとの額

� （単位：百万円）
エクスポージャーの額

2018年度末 2019年度末
リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャー 12,594 3,006
リスク・ウェイトのみなし計算
又は信用リスク・アセットのみ
なし計算（ルック・スルー方式）

12,594 3,006

リスク・ウェイトのみなし計算
又は信用リスク・アセットのみ
なし計算（マンデート方式）

－ －

リスク・ウェイトのみなし計算
又は信用リスク・アセットのみ
なし計算（蓋然性方式250％）

－ －

リスク・ウェイトのみなし計算
又は信用リスク・アセットのみ
なし計算（蓋然性方式400％）

－ －

リスク・ウェイトのみなし計算
又は信用リスク・アセットのみ
なし計算（フォールバック方式
1250％）

－ －

（注）	本項目につきましては、連結グループと単体が同じ計数です。

9.�金利リスクに関する事項
（単位：百万円）

IRRBB１：金利リスク

項番
イ ロ ハ 二
⊿EVE ⊿NII

2019年度末 2018年度末 2019年度末 2018年度末
１ 上方パラレルシフト △778 △5,664 △0
２ 下方パラレルシフト △4,495 △1,238 △1,975
３ スティープ化 △0 △3,587
４ フラット化
５ 短期金利上昇
６ 短期金利低下
７ 最大値 △4,495 △5,664 △1,975

ホ へ
2019年度末 2018年度末

8 自己資本の額 41,162 41,594
（注）	1.�⊿EVEは経済的価値の減少をマイナス、⊿NIIは期間収益の減少をマイナスで

表しております。
	 2.�⊿EVEおよび⊿NIIにおける異なる通貨の集計は、異なる通貨間の相関を考慮

せず、通貨別に算出した金利リスクが負となる値（経済的価値や期間収益の減
少額）を単純合算しております。
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自己資本の充実の状況等について




